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1 , は じめに
地球温暖化､ オ ゾン層の破壊 ､ 酸性雨な どの 自然破壊が 問題となり ､ 自然環境保護が 活発に な
つ て から､ すで に四半世紀あまり経て い る ｡ こう した状況 の 下で ､ 1980年代後半より ､ 企業は自
らの環境活動 を自発的に社会に報告する ように なっ て きた｡ 企業の 環境報告が盛ん になるに つ れ
て ､ 各企業の独 自な環境報告だけでは十分で なく なり ､ 環貴報告書の 利用者の 立場か らは ､ 環境
報告に関する何らか の社会的合意が 必要にな っ てきて い る｡ しか しなが ら､ 環境を報告する会計
に つ い ては ､ 現在の ところ ､ 伝統的な財務会計の枠内で の環境報告を除い て ､ 社会的合意を形成
す る段階には 至 っ て い ない ｡
会計 の 国際化が提唱され る今日で は ､ 社会的合意は国際レ ベ ル で行われる の が必定で ある｡ こ
の 国際的 レ ベ ル で の社会的合意の形成には ､ これまで 以上に ､ 各国にお ける環境報告の動向､ 企
業が実際に行 っ て い る環境報告活動を比較 ･ 検討す る必要がある ｡
以下で は ､ イギリ ス にお ける環境報告に つ いて ､ 財務会計に限定し､ 第1に ､ イギリ ス におけ
る環境会計の 展開の 理論的基盤を明らか に し､ 第2に ､ 伝続的な財務会計の枠内での 環境報告と
して の 引当金と偶発負債の 問題を取り上げ､ 第3 に､ 環境報告書における環境報告に関する社会
的合意を形成す る試みの 1 つ と して ､ イギリ ス 勅許公認会計士協会の環境報告書表彰制度を取り
上 げ､ 最後 にイギリ ス にお ける今後 の動向につ いて簡単に触れて みたい ｡
2 . 環境報告会計の 理論的基盤
会計人に は ､ 環境問題とい う現代社会が抱 える最大 の 問題に直面 した ときに､ 選択 しうる方法
と して 2 つ の方法がある｡ すなわち､ 伝統的な財務会計の 手法 を改良す る､ ある い は新た な手法
を探索す るとい う2 つ の 方法で ある｡
伝統的な財務会計の 事故 の改良は ､ 財務会計情報 の有用性 を高め るた めに ､ 利益 に与える幕境
の 影響､ 主と して環境リ ス ク を測定し開示す るこ とである｡ これ に対 して ､ 新た な手法を探索す
る こ ととは ､ 伝統的な財務会計の 手法 ､ さらに い えば伝統的な財務会計の あり方 を問い 直し､ 新
たな外部会計を提唱す るこ とであり ､ 環境会計と呼ばれて い る会計を構築する こ とで ある｡
イギリ ス にお ける環境会計の 展開を考察するさい に重要なことは ､ 環境会計は単独で考察する
の で は なく ､ 環境会計をも含む､ いわゆる社会関連会計を視野 に入れ つ つ ､ 環境会計の 展開を考
える こ とで ある｡ したが っ て ､ 以下で は環境会計 を含めた社会関連会計の 理論的基盤を明らか に
して い きた い ｡
社会関連会計の提唱者に は ､ R. Gray､ D. Ow e m. ､ C. A dam sが い る.i. 彼 らによると､ 社会は ､
社会 の構成員同士 ､ あるい は社会の構成員と社会との 一 連の 個別的な ｢社会的契約+ であり ､ そ
の 契約 に基づき､ 情報に関す る権利と責任が生 じるとい う*2｡ こ の情報に 関する権利 をアカ ン タ ビ
リテ ィ とい うo 社会関連会計は こ の アカ ンタ ビリテ ィ の フ レ ー ム を藩して ､ 情報フ ロ ー の 不平等
さを是 正する ことを目的とするもの で ある ｡
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Gray ら 臥 政治的な権力や経済的な権力は平等にか つ 公平に分散 して い ない とい う現状認識を
行 い ､ さらに現行の財務会計 は ､ 株主 ､ その 他の 資金 の提供者な どの ス テ イ クホ ル ダ ー と会社と
の 関係 にそ の 範囲を限定 して い る の で ､ 財務取引に基づく情報だ け しか提供 して い ない とい う*3｡
情報は社会の 権力構造にと っ て 中立 的で はなく ､ 社会の権力 の 不平等さは情報 ､ とりわけ会計情
戟 - 接近する機会の 不平等 さを生み ､ また会計情報 - 接近する機会 の 不平等さは社会の権力 の 不
平等さを助長するこ とにな る の である*4｡ すなわち､ 伝統的財務会計は ､ 株主 など社会 の 一 部の 構
成員にの み情報 を与え､ そ の 権力 を強固なもの にする 一 方 , 国家 ､ 社会､ 自然環境を無視 して い
る の で ある｡
会計情報 - 接近する機会の 不平等さは社会の 権力 の 不平等さを助長す ると いう こ とは翻 っ て言
えば､ 社会の権力 の不平等さを是正す るため には ､ 会計情報 - 接近す る機会 を平等 にす る必要が
ある o 社会関連会計 の展開は こう した関係 を利用 して ､ ア カ ン タ ビリテ ィ を解除することに よ っ
て ､ 社会関連情報 を提供 し､ 財務会計が助長 して きた不平等を是 正する こ とになる｡ つ まり ､ 社
会関連会計 臥 富の不平等を潜在的に露わ に し､ 権力 の不平等 を幾分減 じさせ るとい う意味で社
会に貢献するの で あり*か 伝続的財務会計 とは異なる新 しい会計で あるo イギリ ス では ､ 環境会計
の展開は単に企業の環境活動 を報告するとい うだ けで なく ､ こう した社会関連会計の 一 部と して
捉 える必要が ある｡
3 , 財務報告書に おける環境報告
財務報告書における環境報告 臥 伝統的 な財務会計の枠内で環束の 間題 に対処 しようとす るも
の で あり､ 希境リ ス ク を開示する こ とに よ っ て ､ 投資者に とっ て より有用な情報を提供する こと
に主眼が ある o これは具体的 に は ､ 日環境 コ ス ト､ 月環境負債､ 火環境問題の 注記の 3 つ が挙げ
られ ようo イギリ ス で は ､ 財務報告書における企業の環境活動 の 開示 に関 して は ､ 特別 の規定は
なく ､ 財務報告基準第1 2号 ｢引当金 ､ 偶発負債､ およ び偶発資産+ *6､ 会計基準書第13号 ｢研究
と開発の 会計+ ･7な どの 一 般的規定 の なかで触れられて い る にすぎない ｡
(1) 財務報告基準第1 2号 ｢引当金 ､ 偶発資産､ および偶発資産+
将来 の環境支 出は過去 の事象に関連す る支出と将来の 事象に関連す る支出に分類され る｡ 将来
の事象に 関連す る支出はい わ ゆる後発事象と して処理され る の に対 して ､ 過去 の 事象 に関連する
支出は ､ 引当金 ､ な い し偶発負債と して処理され る ことになる ｡
イギリ ス で は財務報告基準第12 号が ､ 引当金 ､ 偶発資産 ､ 偶発負債に関する 一 般的な規定 を設
けて い るの で ､ こ の基準に よ っ て ､ 過去 の事象に 関連す る将来 の環境支出が どの ように処理され
るの か を明らかに して い こ う｡
過去の 事象に関連する将来 の環境支出は ､ 引当金 の 要件を満たすと ､ 引当金 と して貸借対照表
に表示 される ことにな るo 財務報告基準 の第12号では ､ 引当金に つ い て次の ような規定が設 けら
れて い るo ｢引当金 は ､ (a) 実体が過去 の 事象の結果と して ､ (法律ある い は推定法上) 現在 の義
務を有 し､ (b)義務を履行するために経済的便益 の移転が必要となる可能性が高く ､ そ して(c)義務
の金額の 倍額 できる見積もりが可能 で ある ときに ､ 認識すべ きで ある 0+ (14項)
そ の 引当金 として計上され る金額は ､ ｢貸借対照表 日に現在の義務を履行するために 必要な支出
の最善の 見積値+(3 6項) で ある o この 見積値 札 類似の 実際取引､ 専門化 の 意見を参考に して ､
実体の経営者の 判断によ っ て決定 され るが(38項)､ その 際に は事象や環卓に 関するリ ス クや不確
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実性 を十分に考慮しなけれ ばならない(26項)o なお ､ 貨幣の時間的価値の影響が 重要で ある場合
に は ､ 引当金は現在価値によ っ て評価される(4 5項)0
また､ 引当金の(b)と(c)とい う要件を満たさない過去 の事象か ら生 じた現在の義務は偶発負債と
して 開示 され るこ とになるo なお､ 偶発負債には こ の 他にも､ ｢過去の 事象から生 じる潜在的な義
務で ､ その義務の 存在は､ 実体の 綻制外に ある 1 つ 以上の 不確実な将来事象の発生に よ っ て の み
確証でき るもの+ (2項)が含まれて い る｡
開示に つ い て 臥 各種 の 引当金 に つ き､ その種類 ごとに ､ 期首残高 ､ 期中の増減額 ､ 期末残高､
時の 経過 に伴う割引額の期中増加額と割引率の 変更 の影響､ 義務の性質､ 経済便益が移転す ると
予想され る時期､ 経済便益の 金額と移転の 時期に 関す る不確実性 に関する指摘 ､ 第3者に よる弁
済額を開示すべ きである(8 9-90 項). また偶発負債に 関 して 臥 そ の 種類ごとに偶発負債の 性質､
も し可能で あるならば､ ア ウ トフ ロ ー の金額 とタイミ ン グに 関す る不確実性 の指摘 ､ および第3
者に よ る弁済の可能性を開示す るもの とする(91)0
こ の基準の規定うち､ 過去の 事象に関連す る将来 の環境支 出との 関連で特記す べ き こと 臥 次
の 4点で ある｡
第1 に ､ 引当金 の存在の条件 (a) と(b)は ｢経済的な便益 を移転する現在 の義務の 存在+ で ある
が､ こ れに関 して は ､｢実体が こ の過去の事象に よる義務を履行するため の実質的な代替案を持 つ+
(1 7項)か否かが重要な判断の 基準 となるとい うこ とである｡
｢経済的な便益 を移転する現在 の義務の存在+ 臥 ｢実体が こ の過去の事象に よる義務を履行す
るため の実質的な代替案を持た ない+ とい う結果 をもたらすか ぎり ､ 法律上 の義務の存在だけで
なく ､ 実体が義務を履行す るだろうと妥当な期待を第3者に抱 かせ る事象の 生起 ､ つ まり ､ 推定
法上の 義務の 存在で も足 り る こ とに なる (1 7項)｡ 例 えば､ 環境規制の ない 国で環境を汚染 した
場合 に ､ かか る義務は存在しない が ､ その環境被壊 を浄化すると いう環境政策を公 に公表 した場
合に は ､ 引当金 の存在の 条件を満たす ことになる (附表 3例 2B)0
また ､ ｢経済的な便益を移転する現在の 義務め存在+ を判断する際には ､ そ の 義務が将来の 実体
の 行動 に左右されない とい うことが重要で ある｡ 例 えば､ 非合法的な環境破壊は ､ 実体が将来 ど
の ような行動をとろうと､ 環境破壊活動の 非合法性ゆえに ､ 支出は 回避 できない の で ､ 引当金の
存在の 要件を満たすの で ある (附表 3例 2 A)｡ また ､ 工場に煤煙用の フ ィ ル タ ー を設定 しなけら
ばならな い とい う法律が次年度より効力を発するとして も､ こ の フ ィ ル タ ー に関す る将来の 環境
支出は ､ 工場を閉鎖したり ､ ある い は製造設備を変更する という将来の 実体の 行動い かん で は ､
そ の支出を回避できるこ とか ら､ 引当金 の存在条件を満たさな い こ とになる (附表 3例 6)0
第2 に ､ 事象が現在の義務を即座 に生 じず､ 後 日にそ の事象の結果 と して の 義務を生 じさせ る
こともある｡ 実体が過去 に環境を被壊 し､ その 時点で 引当金 を認識 しない ときで も､ そ の 環境破
壊を修復する新たな法が設定 された り､ ある い は実体が推定法上 の義務を生 じる ような方法で修
復の 責任を公 に引き受けたり した ことで ある (附表 3例 2B)0
第3 には､ 引当金の金額に関しては ､ ｢貨幣の 時間価値の影響が重要な場合には ､ 引当金 の金額
は義務の履行の ために必要と思われ る支出の 現在価値で ある べ きで ある+(45項)とい うこ とで あ
る ｡ 環境負債に現在価値を用 い る と いう試みはす で に ､ ｢財務会計 にお ける割引き 一 作業報告
(Dis c o u nti gin 丘n a cialreporting - w oriking pape r)+ *8 の なか で提案されて い る(C l- C 8)o こ の提案に
沿う形で ､ 貨幣の 時間価値の影響が重要 な場合には ､ 引当金 と して の環境負債を現在価値で評価
す べ きで あると いう規定を設 けて い る｡ 現在価値を計算する方法 と して は ､ リ ス ク調整後の キ ヤ
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ツ シ ェ フ ロ ー にリネ ク ･ フ リ ー 割引率 を掛ける方法とリ ス ク調整前 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー にリ ス ク
調整割引率を掛ける方法が廃案されて い る(4 7項 ､ 4 9項)0
第4 には､ 第3者 へ の潜在的な支払 い請求権に関 して は ､ 別個の 資産 と して認識す べ き ことで
ある る｡ 基準は ｢引当金 を決済す る必要な支出の 一 部ある い はす べ て が第3者により弁済され る
こ とが期待され る場合に は ､ も し実体が義務を履行 した ときに弁済を受 けることが事実上確実に
な っ たとき のみ ､ そ の弁済を認識す べ きで ある｡ こ の弁済は別個 の 資産 として扱われる べ きで あ
る｡+(56項)とい う規定する ｡ そ の理由は ､ 第3者が何らか の理 由で 支払わなか っ たときに ､ 実体
はそ の コ ス トの全額を支払う必要が あるか らで ある(59 項)｡ したが っ て ､ 環境汚染浄化 コ ス トに
つ いて言 えば､ 保険を掛けた り､ 第3者 - の潜在的な支払請求権が ある場合 には ､ そ の 支払請求
権と環境負債は別 に認識される こ とに なる｡ なお ､ これらの 収益と費用は損益計算書上で は相殺
で きる(5 6項)0
(2) その他の基準
こ の他に環境問題に言及 して い るもの と して は ､ 確定基準と して ､ 会計基準書第13号 ｢研究と
開発の 会計+ と ｢小企業に 関する財務報告基準+ *g が あり ､ さらに ｢営業およ び財務に関する外
観+ *10でも触れらて い る｡
｢研究と開発 の 会計+ で は 1 0項で ､ 研究開発支出を繰り延 べ る営業上 の実行可能性 を評価する
さ い に考慮すべ き重要な要因 と して ､ 環境法令を取 り上げて い る｡ また ､ ｢小企業 に関する財務報
告基準+ で は 7.3項 で ､ 会計基準書第 13 号 ｢研究と開発の会計+ と同 じ規定が設 けられて い る ｡
｢営業および財務に関する外観+ では 12項で ､ ｢将来 の結果に重要 な影響を与 えるだろう主た
る要因と影響が当期にお い て重要で あろうと否 と､ それ らに つ い て論 じる ･ - + ことが財務報
告書の 作成者に求 められて おり ､ こ れらの 要因と影響の 例示 と して環境保護 コ ス トと潜在的 な環
黄負債が挙 げられて い る｡ こ の規定は強制規定でない こ とか ら､ 少数の 例外 を除き ､ 企業業績に
悪 い影響を与える環境情報 は開示 されない傾向にあるとい われて い る*11｡
3 . 環境報告書に おける環境報告
(1) 環境報告書の概要
環境報告は ､ 企業が そ の 環境活動 に 関する情報 を株主 ､ 債権者 ､ 従業員､ 地域社会 に伝達する
プ ロ セ ス である ｡ 企業がそ の 環境活動 に関する情報を利害関係者に報告す る手段が幕境報告書で
あり､ 一 般に年度財務報告書とは別 に作成されるもの で ある.
この報告書には ､ 環境負荷､ 環競保全効果 ､ および環境 コ ス トな どの企業の 環境活動 に関す る
情報 の他 に ､ 環境政策とそ の 実行方針 ､ 環境部門組織図､ そ の Jhit=
T
業が 受賞 した賞なども記載され
る｡ さらには ､ これらの 情報や言明 に関する信頼性 を付与するために ､ コ ン サルタ ン ト会社や 公
認会計士 などの第3者によ る監査報告も記載され ることが 少なく･な い o なお ､ 環境報告書の報告
内容は､ いずれの 国で細 かな作成基準は 公表されておらず､ 各種団体が環境報告書の作成指針と
して ガイ ドライ ンを公表 して い るにすぎない ｡
また ､ 環凍報告書は ､ 企業 の環境活動に興味ある ス テ イクホ ル ダ ー に郵送され て い たが ､ 最近
はイ ンタ ー ネッ トなどのより コ ス トの か か らない方法に よ っ て も開示されて い る｡
(2) 環境報告書表彰制度
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イ ギリス では ､ 企業は環境報告を法律上要請され るこ とはなく ､ あくまで企業の 自発 的開示 に
委ねられてお り ､ もちらん ､ 上記の ガイ ドライ ン を辛が かり に環境報告書を作成する企業もある
が ､ 環境報告 の 内容も企業 の創意工夫に依存して い る の が現状で ある｡ こ う した 中で ､ 環境報告
書作成の ガイ ドライ ンと して役割を果た して い るの が ､ イ ギリ ス 勅許公認会計士協会の環境報告
書表彰制度で ある｡
こ の制度は ､ ｢こ の制度か ら生 じる議論とパ ブリ シテ ィ が報告 の革新に対する拍車となり ､ 環車
間題 をより幅広く考察する ことから得られ る便益に気づく+*12 ことを目的と して 19 91年 に創設さ
れ た｡ こ の 制度 - の参加企業は ､ 環境報告 - の企業の 関心 の 高まりを反映 して ､ 第5 回(1 96 年)
に は 44社 ､ 第6 回(19 97年)に は 55社 ､ 第7 回(1998年)にほ 67社と着実に増えて い る*13｡
こq)制度で は ､ そ の年度の 審査 にあたっ て の評価規準が 示 される ｡ そ の評価規準は毎年改訂さ
れ
①
@
⑤
⑦
⑨
1 998年度の 評価規準とそ の ウ エイ ト付 けは次の通りで ある*14｡
会社の概要 (1 0% )
環境管理 シ ス テ ム の問題 (1 0%)
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ･ デザイ ン 関係 (1 0%)
財務関連デ ー タ (10% )
外部監査 (5 %)
② 報告 の対象の範囲 (10%)
④ ス テイ クホ ル ダ ー 関係 (1 5%)
⑥ 環境イ ン パ ク ト情報 (20%)
⑧ 持続可能性 と エ コ 効率性 (10%)
1 9 8年度表彰制度にお いて は ､ 14社か らなる選抜候補者リス トから､ AngBn W aterPIc には最
優秀賞､ EasternGr oupPIc には次点 ､ vau xhallGro upLtd に は新参加企業優秀賞､ The Co - oper 琵tiv e
Ba nk PIc には社会性 ･ 持続的発展性賞､ B A A PIc にウ ェ ブサイ ト寛がそれぞれ与えられて い る ｡ 受
賞企業といく つ か の選抜候補者の環境報告書に つ い て は ､ コ メ ン トが公表される ｡ さらに審査報
告書では ､ 審査 の結果 の 全体的な コ メ ン トお よび将来の課題が明記 されて い る｡
公表される評価規準､ 各社 の環境報告書の ラ ンキ ン グ付けや コ メ ン ト､ さらには将来の課題は ､
最新の環境報告書の 理念や技法が反映 して い るとい う意味で ､ 最善の ガイ ドライ ン と して の機能
を果た して い るとい える｡
例 えば､ 1998年度の審査報告書で は ､ 将来 の課題 として次 の 9項目を挙げて い る*15o
① 報告主体を明白に定義し認識す べ きで あるo とりわ け企業集団の うち､ 一 部の企業を除くと
きには ､ そ の理由と意味をス テイクホ ル ダ ー に知らせ る べきで ある｡
② 企業はそ の 操業と製品の 主たる環境イ ン パ ク トを認識す べ きで ある｡ 環境報告書で は主要な
環境イ ン パ ク トが報告され ､ 次にその 他の報告事項が報告され る｡ 主要な環境イ ン パ ク トを最初
た報告する ことに よ っ て ､ 環貴パ フ ォ ー マ ン ス の デ ー タの信頼性 ない し意義を的確に判断できるo
③ 直接的な効果だけで なく間接的な有用な効果も研究 ･ 報告す べ きで ある ｡
④ 企業は利用者 として特定化すべ きス テイクホ ル ダ ー を決定 し､ そ の決定の理由を明らかに し､
適切な報告手段を選択する べ きで ある｡
⑤ 環境的､ 社会的､ か つ 倫理的パ フ ォ ー マ ン ス とい う特徴を競合化すべ きで ある｡
⑥ 多数の 目標がある場合 には ､ どの 目標が最も重要で あるか を理解するため に､ 環境イ ンパ ク
トの優先順位を公表すべ きで ある｡
⑦
⑧
@
環境パ フ ォ ー マ ン ス の 変化に 関する十分な説明を行う べ きで ある｡
外部監査が 必要である｡
エ ネル ギ ー 利用減少に 焦点を当て る べ きで あるo
また､ こ の環境報告書表彰制度で は ､ 企業が自らの 工夫で作成 した環境報告書を審査委員会が
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審査を し､ 各社の環境報告書ある い はそ の年度の環境報告書全体に対する コ メ ン ト､ およ び将来
の 課題 を公表 し､ 次年度に ほこ の コ メ ン トや将来 の課題 を参考に企業が 環境報告書を作成す るこ
とになる o この 意味で ､ 環境報告書表彰制度自体が ､ フ ィ ー ドバ ッ ク機能を持 つ ､ 環境報告書 に
関す る社会的合意を形成す るため の 1 つ の シ ス テ ム で ある とい える ｡
4
. 結びに代 えて
伝紋的な財務会計 の枠内 で の環境報告につ い て は ､ 環境リ ス ク の 開示は財務報告基準第 12号
｢引当金 ､ 偶発資産 ､ お よび偶発負債+ の 公表 によ っ て ､ 社会的合意は形成された とい える ｡ し
か しながら､ 環境 コ ス トの 定義､ 環境 コ ス トの 表示 などに 関す る未解決の 問題 が残されて い る｡
これ らの 問題 臥 財務意思決定に対 して環境問題が どの程度まで影響を与 えるか ､ 環境報告書で
も これらの 問題を取り扱う場合 に環境報告書が どの 程度社会的に認知され公表され るか を考慮し､
制度化 - の試みが 展開され なけれ ばならな い ｡
これ に対 して環境報告書に お ける環境報告に関 して は ､ こ こ に挙をヂた環境報告書表彰制度とい
うフ ィ ー ドバ ッ ク シ ス テ ム を通 じて ､ 社会的な合意を形成す る去り 一 層の努力が必要で あろうo
近年 ､ 持続可能性 に焦点を当て ､ 社会関連会計を統合 しよう とす る動きが ある｡ 環境会計 の 今度
の展開は ､ そ の他の社会関連会計との 統合化とい う形で進 められ ようと して い る｡
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